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１．平成23年３月期第２四半期の連結業績（平成22年４月１日 ～ 平成22年９月30 日） 
(1) 連結経営成績（累計）                            （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期純利益      

 百万円      ％   百万円         ％ 百万円        ％      百万円        ％

23年３月期第2四半期 40,832  3.6 721 △37.5 761  △40.6 △ 19      ―

22年３月期第2四半期 39,416  △9.4 1,154  △34.6 1,281  △31.7 608  △36.6

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

四 半 期 純 利 益 

 円  銭 円  銭

23年３月期第2四半期 △ 0.44 ―

22年３月期第2四半期 13.62 ―

 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円  銭

23年３月期第2四半期 57,776 43,937 74.5 967.66

22年３月期 61,784 44,462 70.5 975.65

（参考）自己資本  23年３月期第２四半期 43,062百万円  22年３月期 43,566百万円 
 
２．配当の状況 

 年間配当金 

（基準日） 
第１ 

四半期末 
第２ 

四半期末 
第３ 

四半期末 
期 末 合 計 

 円 銭  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭  

22年３月期 － 9.00 － 11.00 20.00 

23年３月期 － 9.00   

 



３．その他 （詳細は、添付資料２ページ「その他の情報」をご覧下さい。） 
 (1) 当四半期中における重要な子会社の異動  ：無 

新規  ―社  （社名                ―） 、除外  ―社  （社名                ―） 
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 
 (2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
 
 

 (3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更  
① 会計基準等の改正に伴う変更  ：有 
② ①以外の変更         ：無 
（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 
 

 (4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期２Ｑ 44,915,329株 22年３月期 44,915,329株

② 期末自己株式数 23年３月期２Ｑ 413,955株 22年３月期 261,500株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期２Ｑ 44,567,385株 22年３月期２Ｑ 44,663,174株

 

※四半期レビュー手続きの実施状況に関する表示 

  この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。 
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や各種の政策効果などを背景として一部に持

ち直しが見られたものの、為替レートや株価の変動、雇用情勢の悪化懸念など景気がさらに下押しされるリスクが

依然として残っており、引き続き厳しい状況で推移しました。 

 情報通信分野におきましては、固定と移動、通信と放送の融合やクラウドコンピューティングの普及など新たな

ＩＴ市場の拡大とともに、地デジ対策や自治体による情報通信基盤の整備など着実な広がりを見せております。し

かし、一方では通信事業者間の熾烈な顧客獲得競争が続いており、情報通信エンジニアリング業界に対してのコス

トダウン要求は一層厳しいものとなりました。また、投資構造においてもインフラ設備の構築から光ブロードバン

ドの特性を活かしたコンテンツの充実など付加価値の高いサービスの提供に大きく転換しております。 

 このような状況のもと、当社グループでは引き続き事業構造改革を推進しており、技術センタの集約やグループ

会社の統合による経営の効率化、幅広いお客様に対応するための高度専門技術者やシステムエンジニアの育成など

に積極的に取り組んでおります。 

 また、原価低減や固定費削減を図るため、システムの導入による生産性向上と間接業務効率化を積極的に取り組

んで参りました。 

 この結果、当社グループの連結業績につきましては、受注高は451億39百万円（前年同期比103.5％）、売上高は

408億32百万円（前年同期比103.6％）、経常利益は7億61百万円（前年同期比59.4％）、投資有価証券評価損の計

上もあり、四半期純損失は19百万円（前年同期は6億8百万円の四半期純利益）となりました。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産）  

 当第２四半期連結会計期間末における資産残高は577億76百万円（前連結会計年度末617億84百万円）となりまし

た。受取手形及び売掛金が回収され減少した一方で、仕掛品及び土地が増加しております。 

（負債） 

 当第２四半期連結会計期間末における負債残高は138億38百万円（前連結会計年度末173億22百万円）となりまし

た。支払手形及び買掛金などが減少しております。 

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産残高は439億37百万円（前連結会計年度末444億62百万円）となりま

した。配当金の支払により減少しております。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定しております。 

  

 税金費用の計算 

 税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。また、当該見積実効税率を用いて税金費

用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を用いた計算をしております。なお、法人

税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

２．その他の情報



   

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ０百万円減少しており、税金等調整前四半期純利益は11百万円減少

しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は21百万円であります。  

  

 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間から「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及

び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用し

ております。 

 これによる影響はありません。 

  

 企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連

結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業

会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調整前四半期純損失

（△）」の科目で表示しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。  

  

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,672 12,168

受取手形及び売掛金 16,696 25,548

商品及び製品 14 18

仕掛品 6,206 3,979

原材料及び貯蔵品 307 276

その他 2,146 2,281

貸倒引当金 △15 △25

流動資産合計 37,028 44,246

固定資産   

有形固定資産   

土地 10,940 7,556

その他（純額） 4,658 4,511

有形固定資産合計 15,598 12,067

無形固定資産 984 888

投資その他の資産 4,164 4,582

固定資産合計 20,747 17,538

資産合計 57,776 61,784

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,810 10,637

短期借入金 52 90

未払法人税等 270 383

賞与引当金 1,449 1,448

その他の引当金 110 87

その他 1,091 1,276

流動負債合計 10,786 13,924

固定負債   

長期借入金 71 183

再評価に係る繰延税金負債 652 652

退職給付引当金 1,996 2,094

役員退職慰労引当金 143 326

資産除去債務 21 －

その他 168 142

固定負債合計 3,052 3,398

負債合計 13,838 17,322



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,804 3,804

資本剰余金 3,153 3,153

利益剰余金 38,899 39,411

自己株式 △257 △183

株主資本合計 45,599 46,184

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △78 △163

土地再評価差額金 △2,416 △2,416

為替換算調整勘定 △42 △38

評価・換算差額等合計 △2,537 △2,618

少数株主持分 875 895

純資産合計 43,937 44,462

負債純資産合計 57,776 61,784



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 39,416 40,832

売上原価 34,971 36,930

売上総利益 4,444 3,902

販売費及び一般管理費 3,290 3,180

営業利益 1,154 721

営業外収益   

受取利息 4 4

受取配当金 26 32

負ののれん償却額 8 1

持分法による投資利益 33 －

保険返戻金 28 15

その他 33 36

営業外収益合計 135 90

営業外費用   

支払利息 0 2

持分法による投資損失 － 37

固定資産除却損 1 2

その他 6 7

営業外費用合計 8 50

経常利益 1,281 761

特別利益   

固定資産売却益 276 69

その他 7 26

負ののれん発生益 － 5

特別利益合計 284 101

特別損失   

減損損失 84 －

投資有価証券評価損 31 344

特別退職金 13 4

事業構造改革費用 238 176

その他 2 154

特別損失合計 369 680

税金等調整前四半期純利益 1,197 182

法人税等 543 185

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

－ △2

少数株主利益 45 17

四半期純利益又は四半期純損失（△） 608 △19



 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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